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（２）自然増に向けた対策（R7の主な取組 約9.4億円）

不妊検査費用助成事業 36,500千円

子どもを望む夫婦の不妊検査費用を助成
※１回につき30千円を上限に、市町村の助成事業を補助
（拡充）対象を夫婦１回→１子につき１回

不妊治療医療助成事業 150,000千円

先進医療として実施される不妊治療費用の助成
※1回につき50千円を上限に、市町村の助成事業を補助

若い世代への少子化対策強化事業 55,182千円

AIマッチングシステムによる結婚希望者への支援等

産後ケアサービス受皿確保支援事業 153,000千円

産後ケア事業の受け皿確保に要する費用を助成
(拡充)助成メニューにハード整備費用を追加

男性育休取得奨励金 21,000千円

男性が育児休業を取得する中小企業への支援

子育てと仕事の両立のための
多様な働き方支援事業 35,602千円

「みやぎ女性のキャリア・リスタート支援センター」の運営

授乳室設置促進事業 52,418千円

県産材を活用した置き型授乳室などの設置費用を助成

少子化対策支援市町村交付金 317,000千円
市町村が行う地域の実情に応じた少子化対策の支援
※市町村からの独自提案メニューにハード整備を追加

結婚や妊娠・出産を望む方が
希望を叶えられる環境の整備 子育てしやすい環境の整備

Ⅲ 重点項目 １．人口減少対策

結婚応援パスポート・
子育て支援パスポート普及事業 117,600千円
切れ目のない支援の充実に向けた各種パスポートの普及
（拡充)パスポートのアプリ化、パパママ応援ポイントの付与
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○乳幼児医療助成事業１,４００,０００（1,400,000） 子育て社会推進課
就学前の子どもの医療費への助成

○産後ケアサービス受皿確保支援事業１５３,０００（54,000）
子育て社会推進課

産後ケアサービスの受入拡充に向けた助成や体制整備

○不妊検査費用助成事業３６,５００（36,100） 子育て社会推進課
不妊を心配する夫婦や子どもを望む夫婦の早期の不妊検査受診に向けた支援

○不妊治療医療助成事業１５０,０００（150,000）子育て社会推進課
不妊治療（先進医療）を希望する夫婦の経済的負担の軽減に向けた

支援

○待機児童解消推進事業１７０,２７１（240,412） 子育て社会推進課
待機児童解消に向けた保育所等の整備支援

○地域子ども・子育て支援事業３,７５０,０００（3,100,000）
子育て社会推進課

放課後児童クラブ等の地域子ども・子育て支援への助成

○若い世代への少子化対策強化事業５５,１８２（50,424）
子育て社会推進課

ＡＩマッチングシステムによる結婚希望者への支援強化
や学生へのライフプラン形成支援

○少子化対策支援市町村交付金３１７,０００（292,000） 子育て社会推進課
地域の実情に応じた少子化対策を行う市町村への総合的な支援

○結婚応援パスポート・子育て支援パスポート普及事業１１７,６００
（9,625） 子育て社会推進課

結婚、妊娠・出産、子育ての切れ目ない支援の充実に向け
た応援パスポートの普及推進とパパママ応援ポイントの付与

○授乳室設置促進事業５２,４１８（42,612） 子育て社会推進課
県産木材を活用した置き型授乳室などの設置促進に向けた支援

○男性育休取得奨励金２１,０００雇用対策課
男性従業員が育児休業を取得する中小企業への奨励金

○プロスポーツチームと連携したスポーツ機会拡大事業１３,６０９
（24,400） スポーツ振興課

ひとり親世帯の子どもや保護者等に向けたスポーツに親しむ機
会の提供

○児童虐待対策事業１５３,００８（148,000） 子ども・家庭支援課
児童虐待の未然防止と早期発見に向けた体制整備の推進

○児童相談所音声マイニングシステム運営事業１２,０００（12,000）
子ども・家庭支援課

電話内容のリアルタイムテキスト化や要約記録など児童相談所の相
談対応力の向上

○児童養護施設整備支援事業２７９,０６２（61,347） 子ども・家庭支援課
児童養護施設整備への助成

○子どもの貧困対策推進事業１８,５８６（16,353） 子ども・家庭支援課
子どもの貧困対策に取り組む市町村や団体への助成

社会全体で支える宮城の子ども・子育て３

Ⅳ 主な事業

拡充
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○ヤングケアラー支援体制強化事業１２,８４０（13,285）
子ども・家庭支援課

早期発見や対応力の向上、相談支援を通じたヤングケアラーへの支援体制強化

○コミュニティ・スクール推進事業１６,５７９（9,738）
義務教育課、高校教育課、特別支援教育課

学校運営協議会の設置推進による学校・家庭・地域の連携・協働体制の構築

○部活動地域移行推進事業４０,４８２（46,912）
スポーツ振興課、保健体育安全課、生涯学習課

部活動の段階的な地域移行に向けた地域スポーツ・文化環境の
整備

○学力向上推進事業３８,０３１（25,450） 義務教育課、高校教育課
モデル小学校の算数教育の改善や高校における理数教育の充実等

○みやぎ「学びのＤＸ」推進事業９,０５５（13,500）義務教育課
ＩＣＴを活用した教育体制の構築

○地域進学重点校改革推進事業８,４５８（8,873） 高校教育課
地域の課題発見・解決学習等を通じた学力向上と進路実績の向上の推進

○私立学校助成金９,６８１,３２７（10,012,833） 私学・公益法人課
私立学校に対する運営費や保護者の負担軽減を図る授業料軽減への助成等

○私立高等学校等就学支援金５,２６８,９８８（4,861,674）私学・公益法人課
教育費負担への支援を通じた私立高校等生徒が安心して教育を受けることができ

る環境の確保

○スクールサポートスタッフ配置事業１６３,６００（161,700） 教職員課
教員の負担軽減を図るスクールサポートスタッフの雇用に対する支援

Ⅳ 主な事業

○児童生徒支援体制整備推進事業３３９,８５５（347,838）
義務教育課、高校教育課、特別支援教育課

スクールカウンセラーの配置など教育相談体制の確保

○校内教育支援センター支援事業４４,０５０（28,900） 義務教育課
学び支援教室への専任教員配置や別室支援員の派遣など登校することに不安を抱

える児童生徒の学習支援と自立支援

○教育ＤＸ推進事業２５,２８５（30,613） 教職員課、高校教育課
遠隔授業の実施による学校間での授業の共有・補完を通じた個別

最適な学びの推進

○公立高等学校等就学支援金３,５６７,７９７（3,631,484）
高校財務・就学支援室

教育費負担への支援を通じた公立高校等生徒が安心して教育を受けることができ
る環境の確保

○県立学校施設整備事業１２,０１８,０５６ [１３,７６９,０００]
（11,831,466） 施設整備課

大崎地区(東部ブロック)職業教育拠点校(仮称)の新築や視覚支援
学校の校舎改築等の推進

○部活動指導員配置促進事業６８,４０７（67,235）
保健体育安全課、生涯学習課

中学校及び高等学校への部活動指導員の配置
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